
声 明 

「公立・公的病院の再編・統合」政策に強く抗議する 

 

 厚生労働省は 9 月 26 日に開催した「地域医療に関するワーキンググループ」の会

合で、地域医療構想における再編・統合について議論が必要な公立・公的医療機関と

して 424の病院名を公表した。唐突かつ一方的な公表に医療関係者はもとより道民に

も不安が広がっている。 

今回の公表は、全国 1,455の公立・公的病院を対象に、がんや心疾患、脳卒中など

9領域で「診療実績が特に少ない」、あるいは「構想区域内に同様の実績の病院が近接

している」と分類した病院に対し、具体的対応方針の再検証を求めている。政府が目

指す地域医療構想の中では、公立・公的病院について民間医療機関で担えない機能に

重点化するよう求めており、こうした政策の具体化に向け着手された。 

 再編・統合の検討対象とされた全国 424 病院のうち本道は 54 病院に及び、道内の

公立・公的病院の約半数が該当する。厚労省は具体的対応方針の再検証として、医療

機関の役割、医療機能別の病床数を見直すよう求め、事例として「周産期医療を他医

療機関に移管」「夜間の受け入れ中止」「病床の削減」「急性期医療からの転換」など医

療供給体制の縮小及び病床削減への転換策を、現実を無視し無責任に列記している。

道民の生命を左右し得る甚大な影響を与える方針であり、あまりに横暴である。 

 北海道の医療を考える上で、広大な地域性、冬季のアクセスの困難さといった患者

の利便性など地域の実情を考慮すると、全国一律の枠に医療供給体制を統制すること

に無理がある。また、本道には著しい医師不足、診療科偏在で医療過疎とされる地域

が多数あり、この度の再編・統合はこうした地域において一層受診を困難にする。さ

らに、対象病院には離島の病院も含まれており、島民の生命に直結しかねない深刻な

問題である。そもそも、こうした地域で診療実績の多寡を問うこと自体に問題がある

と言わざるを得ない。 

公立・公的病院には自治体によっては唯一の入院施設となっていることも多く、患

者数や採算を度外視しても、国民の生命を守るために必要な医療を提供する責務があ

る。厚労省は地域住民から受診の機会を奪うとともに、地域で懸命に医療を支えてい

る医療従事者を蔑ろにするような方針は直ちに撤回すべきである。 

北海道保険医会は地域医療の充実、国民医療の改善の立場から、今回の病院の再編・

統合に向けた政策に強く抗議する。 

  

2019年 10月 29日 

 

一般社団法人北海道保険医会 理事会 


